Some Phases of \u27the Spirit of modern Capitalism\u27 show in German \u27Business Economics (Betriebswirtschaftslehre)\u27 (1) by 笠原 俊彦


















































































































































































｢アレキサンダー ･ホフマンの企業経済学 - ドイツ経営経済学技術論学派の一考
察 - 1｣
『香川大学経済論叢』第48巻第 1号,1975年｡























































































































笠原俊彦稿 ｢オイゲソ ･ジーバーの経営経済学 - ドイツ経営経済学における技術
論学派の一考察 - ｣『香川大学経済論叢』第45巻第 2号,1972,92-94ページ,注(7)0
ドイツ経営経済学説にみる近代資本主義の精神の様相 (-) 39
われわれは,ブ レンダーノが国家経済的考察 とい う言葉 によって,国王が
所有 しそこか ら直接 に収入を得 る経済であれ,あるいは国王が所有せず,た
だ税を課す ことによってそ こか ら間接的に収入を得 る諸 々の私経済であれ,
●●●●●●●● ●●●●
ともか く,国王の私的な財産の意味における国家の富を増大させるという観










われわれは, この ようなブ レンダーノの主張の うちに,国家として,国王
とい う私人のみが考 え られた時代の経済 か ら,国家 として,まさに国民の全
体が考 え られることとなった時代の経済への移行を見 ることができるであろ
う｡ブ レンダーノは, この後者の意味における経済 としての国民経済を考察
の対象 とする｡そ して,かれが この国民経済 を考察する観点は,国民の福祉
の観点,国民の福祉 を増大 させ ようとする観点, これである｡
ブレン ダーノによれば,以上の ような国民経済的考察をなす学問としての
国民経済学は,さ らに,二つに区別 され うる｡
第一の国民経済学 は,フランスの重農主義者の,そ してイギ リスのアダム ･
ス ミス (Adam Smith)の流れを くむ国民経済学である｡ブレンタ-ノは,
これを抽象的国民経済学 (eineabstrakteVolkswirtschaftslehre) と呼ぶ｡
かれによれば,その理 由は, この国民経済学 においては,生産要素 として自
然,資本および労働 の三つのみが認め られ,国家,注秩序 ,行政,何 らかの
国民の文化段階に応 じた文化的形成物 といった ものの経済生活に与える影響
が考慮 されていない こと,そ して, とりわけ,さまざまな時代,国民,階級
に属す る,経済する人 々が,同一の抽象的個人 として扱 われていること,に





















































































































































































































笠原俊彦稿 ｢ワイヤーマンおよびシェ-ニッツの科学的私経済学 - ドイツ経営経













































































































































































































































































笠原俊彦稿 ｢価値の実在性 一 価値判断と客観性 - ｣『香川大学経済論叢』第60巻第
2号,昭和62年 9月｡
笠原俊彦稿 ｢価値の要素としての対象観念 一 価値判断と客観性｣『松山商大論集』第
39巻第 3号,昭和63年 8月｡





























































笠原俊彦稿 ｢社会科学における偏見的価値判断の形成と価値判断の処理 - ミュルダー
ルの所論を中心として - ｣『香川大学経済論叢』第57巻第4号,昭和60年 3月｡














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































84 経 営 と 経 済
たように見える｡そこには,営利原則について,このうちに近代資本主義の
精神と前資本主義の精神とを区別する考えは,存在しないように見えるので
ある｡このことは,一つには,ヴェ-バーがいうように,当時のドイツにお
いては,資本主義の精神が,かつての宗教の痕跡を留めず,むしろ宗教を敵
視するものとさえなっており,その特質が理解され難 くなっていたことを反
映するものであろう｡
かれらは,私経済の研究の必要性を認めざるをえなかった｡それは,おそ
らく,近代企業が当時の経済社会において決定的ともいわれるべき重要性を
もっこととなっていたからである｡だが,かれらは,近代企業の営利原則の
特質を理解することができず,古代から根強 く存在するといわれる利潤性に
対する道徳的嫌悪感から,商科大学において形成されつつあった私経済学,
私経済技術論を認めることができず,またはこのことに困難を感じ,これを
否定または少なくとも批判せざるをえなかった｡
そして,かれらの私経済技術論に対するこのような態度,とりわけブレン
タ-ノのそれは,その後の商科大学における私経済学に大きな影響を与える
ことになった｡それは,まさに道徳的な非難にもとづくものであったがゆえ
に,論理的批判よりも,かえって大きな影響を与えたように見えるのである｡
この影響とは,商科大学の私経済研究において,近代企業の利潤性そのもの
の研究が阻害されることとなったこと,これである｡
ワイヤーマンおよびシェ-ニッツの思いとは異なり,商科大学の私経済研
究は,その後,少なくともしばらくの間,企業の利潤性そのものの研究を避
けることになった｡このようにして,それは,社会経済学に,このことに関
する知識を寄与することがなかったのである｡そして,少なくともこの間,
あるいはそれ以上の間,近代企業の指導原理 としての利潤性の研究は,国民
経済学においてもなされることがなかったように見える｡ここにおいても,
このことに関するヴェ-バーの研究は,受け継がれることがなかったように
見えるのである｡
